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１ 目的 

予算編成における意思決定過程の公表は、市民の皆様からお預かりした税金を無駄に

することなく、いかに効率よく効果的な事業に配分をしていくかなどの説明責任を全う

することを目的に行っているものです。 

予算編成過程を分かりやすく公表し、積極的な行政情報の「見える化」に取り組んで

います。 

２ 公表の内容 

予算要求及び査定の状況（会計別・款別・事務事業別の要求と査定経過） 

３ 本資料について 

（１）本資料は、令和２年６月補正予算編成における、各局の予算要求から財政局長・市

長査定を経て、議会へ提出した予算案を編成する過程を示したものです。 

（２）査定とは、各局から要求のあった経費の妥当性などを調査し、決定することをいい

ます。今回の公表では、財政局長査定額と市長査定額を掲載しています。 

（３）本資料において使用されている財政用語については、以下の本市ホームページをご 

参照ください。 

（http://www.city.saitama.jp/006/007/011/002/p058774.html） 

（４）問い合わせ先 

① 事業の内容及び予算要求内容 ⇒ 各事業所管課 

② 事業の査定結果 ⇒ 財政課 
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４　予算要求及び査定の状況（議案第111号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

728,223,811 3,658,817 3,650,957 3,650,957 3,650,957

国 民 健 康 保 険 事 業 102,367,144

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 25,341,000

介 護 保 険 事 業 91,082,000

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 91,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 420,000

用 地 先 行 取 得 事 業 46,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,146,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 1,307,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 1,228,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 978,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 833,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 184,000

大門下野田特定土地区画整理事業 106,000

公 債 管 理 91,550,000

計 316,679,144

企 水 道 事 業 48,702,288

業 病 院 事 業 27,432,841

会 下 水 道 事 業 50,189,534

計 計 126,324,663

1,171,227,618 3,658,817 3,650,957 3,650,957 3,650,957

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

01 市 税 271,857,907

02 地 方 譲 与 税 2,954,001

03 利 子 割 交 付 金 178,000

04 配 当 割 交 付 金 901,000

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 852,000

06 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 304,000

07 法 人 事 業 税 交 付 金 1,898,000

08 地 方 消 費 税 交 付 金 25,615,000

09 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 59,000

10 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

11 環 境 性 能 割 交 付 金 717,000

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,574,000

13 地 方 特 例 交 付 金 1,918,000

14 地 方 交 付 税 5,585,000

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 286,000

16 分 担 金 及 び 負 担 金 3,070,518

17 使 用 料 及 び 手 数 料 7,823,478

18 国 庫 支 出 金 237,183,682 1,753,015 1,753,015 1,753,015 1,753,015

19 県 支 出 金 27,298,011 2,212 2,212 2,212 2,212

20 財 産 収 入 1,366,665

21 寄 附 金 235,054

22 繰 入 金 20,158,415 1,903,590 1,895,730 1,895,730 1,895,730

23 繰 越 金 1

24 諸 収 入 60,493,278

25 市 債 50,895,800

728,223,811 3,658,817 3,650,957 3,650,957 3,650,957

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,686,916

2 総 務 費 49,336,782

3 民 生 費 210,398,926 750,997 750,997 750,997 750,997

4 衛 生 費 41,735,228 590,110 590,110 590,110 590,110

5 労 働 費 261,472

6 農 林 水 産 業 費 1,685,104

7 商 工 費 185,566,796 2,220,546 2,220,546 2,220,546 2,220,546

8 土 木 費 73,039,896

9 消 防 費 18,340,772 65,598 57,738 57,738 57,738

10 教 育 費 91,024,498 31,566 31,566 31,566 31,566

11 災 害 復 旧 費 5

12 公 債 費 54,947,416

13 予 備 費 200,000

728,223,811 3,658,817 3,650,957 3,650,957 3,650,957

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

17

17

17

17

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

市長 151,026

＜事業の目的・内容＞
　生活困窮者の自立の促進を図るため、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の
支給その他の生活困窮者に対する自立の支援を行います。また、「貧困の連鎖」を防
止するため、生活困窮世帯の中学生等を対象とした総合的な学習支援を実施します。

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、住居確保給付金の支給要件が緩和さ
れたことから事業費が当初の見込みを上回っており、予算の不足が見込まれるため、
必要な経費について、補正を行うものです。

査定区分 A

補正前予算額 158,069

財政局長 151,026

事務事業名 生活困窮者自立支援事業 補正額 151,026

款/項/目

〔要求と査定経過〕局/部/課 保健福祉局/福祉部/生活福祉課

3款 民生費/1項 社会福祉費/2目 社会福祉費 予算書Ｐ. 要求 151,026

補正額 8,850
〔要求と査定経過〕

自立支援給付等事業
局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害支援課

事務事業名

3款 民生費/2項 障害者福祉費/2目 障害者福祉費 予算書Ｐ. 要求 8,850

補正前予算額 26,802,037

事務事業名 地域生活支援事業 補正額 35,000

8,850

款/項/目

＜事業の目的・内容＞
　障害者総合支援法に基づく自立支援給付、児童福祉法に基づく障害児通所給付等を
実施することにより、障害者の日常生活における自立と社会参加を促進します。

査定区分

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長

市長 8,850

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、放課後等デイサービス事業所が
通所を控えている児童に対し、電話等による健康管理等を行った場合に、利用者負担
額を免除する事業所に補助する経費について、補正を行うものです。

A

＜事業の目的・内容＞
　障害者が地域で生活するために必要な権利擁護に資する体制を整備するとともに、
障害者総合支援法第77条に規定する相談支援、移動支援、日常生活用具の給付、地域
活動支援センター事業などの地域生活支援事業を実施することにより、障害者の日常
生活における自立と社会参加を促進します。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため
に必要なマスク、消毒液等の確保に要する経費について、補正を行うものです。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害支援課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/2項 障害者福祉費/2目 障害者福祉費 予算書Ｐ. 要求 35,000

財政局長 35,000

市長 35,000

査定区分 A

補正前予算額 1,961,061

局/部/課 保健福祉局/長寿応援部/介護保険課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/3項 老人福祉費/3目 老人福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 15,620

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 老人福祉施設等施設建設補助事業 補正額 15,620

＜事業の目的・内容＞
　老人福祉施設等について、施設設置者の負担軽減を図り、社会福祉法人等の積極的
な整備意欲を喚起し、介護基盤の整備を推進するため、建設費用等の整備費の一部を
助成します。

財政局長 15,620

市長 15,620

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、介護老人福祉施設における多床
室の個室化改修費用を補助する経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 510,810

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

17

17

17

17

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 予算書Ｐ. 要求 37,000

事務事業名 放課後児童健全育成事業 補正額 37,000

財政局長 37,000

市長 37,000

査定区分 A

補正前予算額 3,194,582

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 99,668

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 放課後児童健全育成施設整備事業 補正額 99,668

財政局長 99,668

市長 99,668

査定区分 A

補正前予算額 142,927

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 65,055

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 認可外保育施設運営事業 補正額 65,055

財政局長 65,055

市長 65,055

査定区分 A

補正前予算額 1,804,082

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 30,500

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 公立保育所管理運営事業 補正額 30,500

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長 30,500

市長 30,500

査定区分 A

補正前予算額 3,196,941

＜事業の目的・内容＞
　労働等により保護者が昼間家庭にいない児童に対して、公設・民設の放課後児童ク
ラブにおいて放課後児童支援員の下、遊びや生活の場を提供することで、放課後等に
おける児童の健全育成を図るとともに、保護者の仕事と子育ての両立を支援します。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため
に必要なマスク、消毒液等の確保に要する経費について、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　民設放課後児童クラブの新設、移転、環境整備を促進することにより、待機児童の
解消及び育成支援の環境改善を図るとともに、学校施設を活用した施設整備を行いま
す。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため
に必要なマスク、消毒液等の確保に要する経費について、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　待機児童解消を目的に、市が定める基準を満たす認可外保育施設として認定した
ナーサリールーム、家庭保育室及び地域型事業所内保育施設に対し、安定した施設運
営を支援するため、保育の実施に係る経費等の支給を行います。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため
に必要なマスク、消毒液等の確保に要する経費について、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　児童福祉法第24条及び子ども・子育て支援法第19条に基づき、保育を必要とする児
童の保育を実施するとともに、公立保育所の安心・安全な環境を維持するため、適切
な管理運営を行います。また、保育・子育て支援を主な目的とした複合施設「のびの
びプラザ大宮」の管理業務を行います。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため
に必要なマスク、消毒液等の確保に要する経費について、補正を行うものです。

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

17

17

19

19

事務事業名 特定教育・保育施設等運営事業 補正額 102,867

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため
に必要なマスク、消毒液等の確保に要する経費について、補正を行うものです。

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 102,867

財政局長 102,867

市長 102,867

査定区分 A

補正前予算額 30,066,500

〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/5目 子育て世帯臨時特別給付金給付費 予算書Ｐ. 要求 205,411

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 補正額 205,411

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　特定教育・保育施設（私立認可保育所、認定こども園等）及び特定地域型保育事業
（小規模保育事業等）の安定した運営及び入所児童の処遇向上を図るため、保育の実
施に係る経費の給付及び多様な保育ニーズに対応した各種補助事業に係る経費の助成
を行います。

＜事業の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援するため、
子育て世帯への臨時特別給付金を支給します。

財政局長 205,411

市長 205,411

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　市の独自事業として、児童扶養手当受給者（全部支給停止を除く。）を対象に、1
世帯当たり3万円を支給するため、必要な経費について補正を行うものです。

補正前予算額 1,679,478

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/2目 予防費 予算書Ｐ. 要求 590,110

事務事業名 感染症予防事業（地域医療課） 補正額 590,110
局/部/課 保健福祉局/保健部/地域医療課 〔要求と査定経過〕

＜事業の目的・内容＞
　感染症による重大な健康危機が発生した場合、あるいは発生が予想される場合に、
市民への情報提供を始めとする感染防止等の対策を迅速かつ適切に行います。

財政局長 590,110

市長 590,110

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症対策として、地域外来・検査センターを運営するととも
に、入院患者の受入れを行う市内の医療機関を支援するため、必要な経費について補
正を行うものです。

補正前予算額 5,033

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ. 要求 2,210,546

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 中小企業支援事業 補正額 2,210,546

＜事業の目的・内容＞
　中小企業の経営基盤強化、販路開拓や創業支援のため、公益財団法人さいたま市産
業創造財団と連携し、相談対応、個別支援、セミナー等による総合的支援を実施しま
す。

財政局長 2,210,546

市長 2,210,546

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている市内小規模企業者・個人事業主に対
して給付金を支給するため、補正を行うものです。また、前向きな投資を行う事業者
に対し、国で実施する生産性革命推進事業の獲得支援及び補助費用の上乗せを実施す
るための経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 234,808

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

19

19

19

局/部/課 経済局/商工観光部/産業展開推進課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ. 要求 10,000

事務事業名 新産業育成支援事業 補正額 10,000

＜事業の目的・内容＞
　地域に集積する研究開発型ものづくり企業に対し、企業認証支援、国際技術交流推
進、医療ものづくり都市構想推進などにより、競争力強化や海外市場の開拓、新規事
業分野の開拓につながる支援を実施します。

財政局長 10,000

市長 10,000

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、医療現場において不足する医療用物
資等の代替品の開発・製造を行う市内事業者に対して、その費用の一部を補助するた
めの経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 158,309

局/部/課 消防局/警防部/救急課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 9款 消防費/1項 消防費/1目 常備消防費 予算書Ｐ. 要求 65,598

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 救急業務推進事業 補正額 57,738

要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

事務事業名 学校保健事業 補正額 31,566

財政局長 57,738

市長 57,738

査定区分 B

補正前予算額 47,904

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　市民の安心・安全を確保するために、救急活動に必要な資器材の充実を図ります。
　また、救急業務を安定的かつ持続的に対応していくために、救急需要対策を推進し
ます。

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症への対応強化のため、不足する感染対策用資器材の増強
等に係る経費について、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　児童生徒が健康で有意義な学校生活を送ることができるように、学校保健安全法に
基づき、水質検査等の環境検査の実施や保健室の円滑な管理・運営を行います。

財政局長 31,566

市長 31,566

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルスの集団感染のリスクを避ける
ために必要な消毒液等の購入に係る経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 62,836

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/健康教育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 10款 教育費/7項 保健体育費/2目 学校保健費 予算書Ｐ. 要求 31,566

査定の考え方

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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５　予算要求及び査定の状況（議案第112号～第114号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

731,874,768 597,911 567,777 567,777 567,777

国 民 健 康 保 険 事 業 102,367,144 48,302 18,168 18,168 18,168

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 25,341,000

介 護 保 険 事 業 91,082,000 0 0 0 0

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 91,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 420,000

用 地 先 行 取 得 事 業 46,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,146,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 1,307,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 1,228,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 978,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 833,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 184,000

大門下野田特定土地区画整理事業 106,000

公 債 管 理 91,550,000

計 316,679,144 48,302 18,168 18,168 18,168

企 水 道 事 業 48,702,288

業 病 院 事 業 27,432,841

会 下 水 道 事 業 50,189,534

計 計 126,324,663

1,174,878,575 646,213 585,945 585,945 585,945

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

01 市 税 271,857,907

02 地 方 譲 与 税 2,954,001

03 利 子 割 交 付 金 178,000

04 配 当 割 交 付 金 901,000

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 852,000

06 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 304,000

07 法 人 事 業 税 交 付 金 1,898,000

08 地 方 消 費 税 交 付 金 25,615,000

09 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 59,000

10 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

11 環 境 性 能 割 交 付 金 717,000

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,574,000

13 地 方 特 例 交 付 金 1,918,000

14 地 方 交 付 税 5,585,000

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 286,000

16 分 担 金 及 び 負 担 金 3,070,518

17 使 用 料 及 び 手 数 料 7,823,478

18 国 庫 支 出 金 238,936,697 270,067 239,933 239,933 239,933

19 県 支 出 金 27,300,223 110,883 110,883 110,883 110,883

20 財 産 収 入 1,366,665

21 寄 附 金 235,054

22 繰 入 金 22,054,145 216,961 216,961 216,961 216,961

23 繰 越 金 1

24 諸 収 入 60,493,278

25 市 債 50,895,800

731,874,768 597,911 567,777 567,777 567,777

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,686,916

2 総 務 費 49,336,782

3 民 生 費 211,149,923 491,831 461,697 461,697 461,697

4 衛 生 費 42,325,338 106,080 106,080 106,080 106,080

5 労 働 費 261,472

6 農 林 水 産 業 費 1,685,104

7 商 工 費 187,787,342

8 土 木 費 73,039,896

9 消 防 費 18,398,510

10 教 育 費 91,056,064

11 災 害 復 旧 費 5

12 公 債 費 54,947,416

13 予 備 費 200,000

731,874,768 597,911 567,777 567,777 567,777

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

37

37

37

補正前予算額 545,208

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　国民健康保険事業を行うに当たっての事務経費、人件費、出産育児一時金の費用
の一部などの諸経費について、一般会計から繰出しを行います。

＜補正の目的・内容＞
　国民健康保険事業特別会計において、新型コロナウイルス感染症の影響により収
入が減少した被保険者等に係る国民健康保険税の減免を行うことから、国民健康保
険税の納税義務者に対して減免申請書等を作成し送付する必要があり、当該経費に
ついて一般会計から繰出しを行うため、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　感染症の予防及びまん延防止のため、検診、医療費公費負担、啓発指導、感染
症発生動向調査等を行います。

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症が疑われる方からの相談を受ける帰国者・接触者相談
センター業務を委託するための経費について、補正を行うものです。

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/2目 予防費 予算書Ｐ. 要求 106,080

財政局長 106,080

市長 106,080

査定区分 A

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

事務事業名 感染症予防事業（疾病予防対策課） 補正額 106,080

局/部/課 保健福祉局/保健所/疾病予防対策課 〔要求と査定経過〕

18,168

市長 18,168

査定区分 E

補正前予算額 6,669,355

事務事業名 介護保険事業特別会計繰出金（介護保険課） 補正額 443,529

局/部/課 保健福祉局/長寿応援部/介護保険課 〔要求と査定経過〕

事務事業名 国民健康保険事業特別会計繰出金 補正額 18,168

査定区分 A

＜補正の目的・内容＞
　介護保険法施行令の改正に伴い、低所得者保険料軽減強化の実施に係る国、県及
び市負担分について、一般会計から繰出しを行うため、補正を行うものです。

補正前予算額 12,892,494

款/項/目 3款 民生費/6項 介護保険費/1目 介護保険費 予算書Ｐ. 要求 443,529

＜事業の目的・内容＞
　保険給付費の市負担分（保険給付費の総額の12.5％）、低所得者保険料軽減に係
る費用（国負担分は事業費の50％、県負担分は事業費の25％及び市負担分は事業費
の25％）並びに介護保険事業運営に係る職員人件費及び事務費に充当するため、介
護保険事業特別会計へ一般会計から繰出しを行います。

財政局長 443,529

市長 443,529

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/国民健康保険課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/8項 国民健康保険費/1目 国民健康保険費 予算書Ｐ. 要求 48,302

財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（特別会計） （単位：千円）

41

55

局/部/課 保健福祉局/福祉部/国民健康保険課 〔要求と査定経過〕

予算書Ｐ. 要求 48,302

会計名 国民健康保険事業特別会計 補正額 18,168

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

会計名 介護保険事業特別会計 補正額 0

財政局長 18,168

市長 18,168

査定区分 E

補正前予算額 102,367,144

＜事業の目的・内容＞
　国民健康保険の被保険者が病気やけがをした場合の給付（自己負担を除く費用
の支払）や、被保険者が出産又は死亡した場合の一時金の支給を行います。
　また、特定健康診査・特定保健指導等を行うことで、被保険者の健康の保持増進
を図ります。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が
減少した被保険者等に係る国民健康保険税の減免を行うことから、国民健康保険税
の納税義務者に対して減免申請書等を作成し送付する必要があるため、補正を行う
ものです。

＜事業の目的・内容＞
　介護保険料の賦課・徴収、要介護認定、介護保険サービス利用に対する保険給付
等の事務を行い、制度の円滑な運営を図ります。また、地域支援事業として、要介
護認定者となることを予防する介護予防事業や地域包括支援センターの設置・運営
及び要介護者又は家族介護者を支援する事業を行います。

要求 0

財政局長 0

局/部/課 保健福祉局/長寿応援部/介護保険課 財源更正

予算書Ｐ. 〔要求と査定経過〕

市長 0

査定区分 A

補正前予算額 91,082,000

＜補正の目的・内容＞
　介護保険法施行令の改正に伴い、低所得者保険料軽減強化の実施による保険給付
費の財源更正のため、補正を行うものです。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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６　予算要求及び査定の状況（議案第115号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

732,442,545 1,962,526 712,325 712,325 712,325

国 民 健 康 保 険 事 業 102,385,312

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 25,341,000

介 護 保 険 事 業 91,082,000

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 91,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 420,000

用 地 先 行 取 得 事 業 46,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,146,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 1,307,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 1,228,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 978,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 833,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 184,000

大門下野田特定土地区画整理事業 106,000

公 債 管 理 91,550,000

計 316,697,312

企 水 道 事 業 48,702,288

業 病 院 事 業 27,432,841

会 下 水 道 事 業 50,189,534

計 計 126,324,663

1,175,464,520 1,962,526 712,325 712,325 712,325

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

01 市 税 271,857,907

02 地 方 譲 与 税 2,954,001

03 利 子 割 交 付 金 178,000

04 配 当 割 交 付 金 901,000

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 852,000

06 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 304,000

07 法 人 事 業 税 交 付 金 1,898,000

08 地 方 消 費 税 交 付 金 25,615,000

09 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 59,000

10 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

11 環 境 性 能 割 交 付 金 717,000

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,574,000

13 地 方 特 例 交 付 金 1,918,000

14 地 方 交 付 税 5,585,000

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 286,000

16 分 担 金 及 び 負 担 金 3,070,518

17 使 用 料 及 び 手 数 料 7,823,478

18 国 庫 支 出 金 239,176,630 1,029,109 1,016,545 1,016,545 1,016,545

19 県 支 出 金 27,411,106 8,393 8,393 8,393 8,393

20 財 産 収 入 1,366,665

21 寄 附 金 235,054

22 繰 入 金 22,271,106 886,624 △ 351,013 △ 351,013 △ 351,013

23 繰 越 金 1

24 諸 収 入 60,493,278

25 市 債 50,895,800 38,400 38,400 38,400 38,400

732,442,545 1,962,526 712,325 712,325 712,325

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,686,916

2 総 務 費 49,336,782 5,808 5,808 5,808 5,808

3 民 生 費 211,611,620 67,194 67,194 67,194 67,194

4 衛 生 費 42,431,418 13,999 13,999 13,999 13,999

5 労 働 費 261,472 53,681 53,681 53,681 53,681

6 農 林 水 産 業 費 1,685,104 15,000 15,000 15,000 15,000

7 商 工 費 187,787,342 62,895 42,895 42,895 42,895

8 土 木 費 73,039,896 7,799 7,799 7,799 7,799

9 消 防 費 18,398,510 49,000 23,024 23,024 23,024

10 教 育 費 91,056,064 1,687,150 482,925 482,925 482,925

11 災 害 復 旧 費 5

12 公 債 費 54,947,416

13 予 備 費 200,000

732,442,545 1,962,526 712,325 712,325 712,325

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

81

81

81

81

財政局長 53,681

市長 53,681

査定区分 A

補正前予算額 75,770

〔要求と査定経過〕

局/部/課 〔要求と査定経過〕

要求 67,194

財政局長 67,194

市長 67,194

＜補正の目的・内容＞
　老人福祉施設等における防災・減災対策を推進するため、非常用自家発電設備の
整備費用を補助する経費について、補正を行うものです。

要求 13,999

＜事業の目的・内容＞
　市民の健康で安心できる食生活を確保するために、食品関連施設の営業許可、監
視指導、食品検査及び市民への情報提供を行います。

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　令和2年6月から運用が開始される国の食品衛生申請等システムと連携するととも
に、令和3年6月に全部施行される改正食品衛生法に対応するため、さいたま市食品
衛生オンラインシステムの改修に係る経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 15,150

予算書Ｐ.

査定区分 A

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

5,808

5,808

補正前予算額 13,079

＜事業の目的・内容＞
　本市の交通の結節点に位置するという地の利を生かした広域連携により他地域と
の交流を図り、東日本全体の地域活性化及び地方創生を推進します。
　また、本庁舎整備の検討、「さいたま市ＣＳ９０運動」等、本市の政策を推進し
ます。

＜補正の目的・内容＞
　令和3年度の市民憲章制定に向け、必要な経費について、補正を行うものです。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

〔要求と査定経過〕

要求

財政局長

市長

査定区分 A

事務事業名 政策推進事務事業 補正額 5,808
局/部/課 都市戦略本部/都市経営戦略部

款/項/目 2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 予算書Ｐ. 5,808

13,999
局/部/課 保健福祉局/保健所/食品衛生課

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/5目 環境衛生費

13,999

13,999

財政局長

67,194補正額

保健福祉局/長寿応援部/介護保険課

款/項/目 3款 民生費/3項 老人福祉費/3目 老人福祉施設費 予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞
　老人福祉施設等について、施設設置者の負担軽減を図り、社会福祉法人等の積極
的な整備意欲を喚起し、介護基盤の整備を推進するため、建設費用等の整備費の一
部を助成します。

事務事業名 老人福祉施設等施設建設補助事業

事務事業名 食品衛生事業（食品衛生課） 補正額

市長

補正前予算額 526,430

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 勤労者支援事業 補正額 53,681
局/部/課 経済局/商工観光部/労働政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 5款 労働費/1項 労働諸費/1目 労働諸費 予算書Ｐ. 要求 53,681

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　勤労者の福祉向上と安心して働ける労働環境の実現を図るため労働に関する法律
等の正しい認識と理解を促進する講座を実施します。また、勤労者の生活の安定等
を促進するため住宅・教育に関する必要な資金の融資あっせんを行い、勤労者の福
祉向上を図るために実施される団体の事業に対し補助を行います。

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた勤労者の福利厚生を支援するため、勤
労者福祉サービスセンターに加入している市内中小企業等の会費を公費で負担する
経費について、補正を行うものです。

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

81

83

83

83

経済局/農業政策部/農業政策課

＜事業の目的・内容＞
　浸水被害を軽減し、流域の市民の安全を守るため、川幅を拡幅し、川底を掘り下
げること等により、改修工事を進め、1時間当たり30～50mmの雨量に対応する整備
を行います。また、都市化の著しい河川流域における雨水流出量の増大等に対応す
るため、流域内の小・中学校等に貯留浸透施設の設置を進め、治水安全度の向上を
目指します。

＜補正の目的・内容＞
　令和元年台風第19号の際に、「さいたま市水位情報システム」へのアクセスが集
中し障害が生じたことから、当該システムの運用強化を図るため、システム改修経
費について、補正を行うものです。

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/3目 農業振興費 予算書Ｐ. 15,000

〔要求と査定経過〕

要求

事務事業名 農業経営支援事業 補正額 15,000
局/部/課

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

局/部/課 経済局/商工観光部/産業展開推進課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ.

＜事業の目的・内容＞
　市内の農業振興を図るため、地産地消の推進及び農業の効率的な経営の推進によ
り、安全・安心な農産物の生産とその消費の拡大に向けた取組を支援します。

15,000

15,000

＜補正の目的・内容＞
　令和元年台風第19号の被害にあった圃場に対する土砂撤去工事の遅延により、令
和2年度に水稲の作付けが出来ない農業者に対して、令和3年度の営農再開に向けた
圃場の維持管理に係る経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 64,714

財政局長

市長

査定区分 A

＜事業の目的・内容＞
　さいたま市における研究開発型企業の集積とイノベーションの創出を図るため市
内企業の研究開発と実証実験の取組を支援します。

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症対策及び今後同様の感染症が発生した場合に備えるた
め、市内企業の各種感染症対策に関する研究開発又は実証実験の一部補助に要する
経費について、補正を行うものです。

補正額

14,000

〔要求と査定経過〕

要求

14,000

14,000

補正前予算額 8,148

財政局長

市長

査定区分 A

事務事業名 イノベーション推進事業 14,000

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 商店街振興事業 補正額 28,895
局/部/課 経済局/商工観光部/商業振興課

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の流行により商店会等の経営状況が悪化していること
から、商店会等の負担を軽減し、経営状況の改善を図るため、商店街振興を目的と
した各種補助事業の補助率等の引き上げに係る経費について、補正を行うもので
す。

補正前予算額 261,703

〔要求と査定経過〕

要求

財政局長

市長

査定区分 D

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ. 48,895

＜事業の目的・内容＞
　商業等振興審議会において、本市における商業等の振興に関する重要な施策を審
議するとともに、商店街等の活性化やにぎわいの創出を図るため、各種補助等を行
います。

28,895

28,895

財政局長

市長

査定区分 A

事務事業名 河川改修事業 補正額 7,799
局/部/課 建設局/土木部/河川課

款/項/目 8款 土木費/3項 河川費/2目 河川改良費 予算書Ｐ. 7,799

〔要求と査定経過〕

要求

7,799

7,799

補正前予算額 2,045,457

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

83

83

83

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　市立小・中・特別支援学校において、児童生徒の確かな情報活用能力をはぐくむ
教育に必要な最新の教育ＩＣＴ環境の研究及び整備を行うとともに、ＩＣＴを効果
的に活用した指導事例の蓄積と共有を進め、教員のＩＣＴ活用指導力の更なる向上
を図ります。また、校務の効率化を推進する校務システムの研究及び運用を行いま
す。

要求 1,260,633

財政局長 56,522

市長 56,522

査定区分 E
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、「ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保
障」に資する事業として、市立小・中・特別支援学校に1人1台端末の整備を行うた
めの経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 1,287,401

要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

事務事業名 教育情報ネットワーク推進事業 補正額 56,522
局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/教育研究所 債務負担行為の設定
款/項/目 10款 教育費/1項 教育総務費/4目 教育研究所費 予算書Ｐ. 〔要求と査定経過〕

＜事業の目的・内容＞
　教員の指導の改善、教育環境の整備等を図るために、さいたま市理数教育推進プ
ログラム、アクティブ・ラーニング推進事業、夢工房未来（みら）くる先生ふれ愛
推進事業、部活動指導員配置事業、子どものための体力向上サポートプラン等の施
策を推進します。

債務負担行為の設定

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

査定の考え方

事務事業名 学校教育推進事業 補正額 19,229
局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/指導１課

款/項/目 10款 教育費/1項 教育総務費/3目 教育指導費 予算書Ｐ.

19,343

〔要求と査定経過〕

要求

19,229

19,229

補正前予算額 426,416

財政局長

市長

査定区分 B
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算に伴い、「ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保
障」に資する事業として追加導入する端末に対して、協働学習用ソフトウェアを整
備するための経費について、補正を行うものです。

＜補正の目的・内容＞
　風水害等による大規模災害時に、迅速かつ効率的に対応するとともに消防団員の
安全を確保するため、各消防分団の救助能力の向上を図る必要があることから、水
災用資機材等の配備に係る経費について、補正を行うものです。

23,024

23,024

補正前予算額 250,652

財政局長

市長

査定区分 D

＜事業の目的・内容＞
　地域防災の中核的存在である、消防団の運営を適切に推進していくために報酬等
の支給や活動環境の整備、消防団員確保対策等の各種事業を行い、消防団の充実強
化を図ります。
　また、自警消防団の運営を支援するため助成金を交付します。

事務事業名 消防団運営事業 補正額 23,024
局/部/課 消防局/総務部/消防団活躍推進室

款/項/目 9款 消防費/1項 消防費/2目 非常備消防費 予算書Ｐ. 49,000

〔要求と査定経過〕

要求

<債務負担行為>

事 項 期 間 限 度 額
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

協働学習用ソフトウェア
賃借料

令和3年度から
令和7年度まで

1,134,496 0 0 0 1,134,496

<債務負担行為>

事 項 期 間 限 度 額
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

児童生徒用タブレット型コ
ンピュータ賃借料

令和3年度から
令和7年度まで

2,723,740 0 0 0 2,723,740

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

83

85

85

要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

査定の考え方

査定の考え方

査定の考え方

127,570

＜事業の目的・内容＞
　さいたま市の貴重な文化・歴史・教育・観光資源である各種の文化財の保存・継
承と活用を進め、市民文化の向上と市の個性・魅力の発信を図ります。

＜補正の目的・内容＞
　令和元年台風第19号により被害を受けた国指定史跡「見沼通船堀」の保全及び近
隣住民や見学者の安全のため、復旧工事の経費について、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　小学校施設の良好で安全な管理運営を図るため、建物・給排水設備・衛生設備・
電気設備等の修繕、点検等の維持管理業務を実施します。

＜補正の目的・内容＞
　小学校の体育施設・遊具の危険性等を点検した結果、危険性等を指摘された体育
施設・遊具の修繕、撤去及び更新工事を行うため、修繕等に係る経費について、補
正を行うものです。

事務事業名 小学校施設等維持管理事業（学校施設課） 補正額 127,570
局/部/課 教育委員会事務局/管理部/学校施設課

款/項/目 10款 教育費/2項 小学校費/2目 学校管理費 予算書Ｐ. 127,570

補正前予算額 672,035

〔要求と査定経過〕

要求

財政局長

市長

査定区分 A

127,570

事務事業名 文化財保護事業 補正額 16,786
局/部/課 教育委員会事務局/生涯学習部/文化財保護課

款/項/目 10款 教育費/6項 社会教育費/3目 文化財保護費 予算書Ｐ. 16,786

補正前予算額 615,424

〔要求と査定経過〕

要求

財政局長

市長

査定区分 A

16,786

16,786

＜事業の目的・内容＞
　安全で衛生的な学校給食が提供できるよう、学校給食室の施設・設備の維持管理
を適正に行うとともに、各学校における運営面の充実を図ります。

＜補正の目的・内容＞
　学校臨時休業対策費補助金を活用し、令和2年3月2日から春季休業までの臨時休
業による食材のキャンセル費等に係る保護者負担を軽減するための経費について、
補正を行うものです。

事務事業名 学校給食管理運営事業 補正額 262,818
局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/健康教育課

款/項/目 10款 教育費/7項 保健体育費/2目 学校保健費 予算書Ｐ. 262,818

補正前予算額 4,390,811

〔要求と査定経過〕

要求

財政局長

市長

査定区分 A

262,818

262,818

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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７　予算要求及び査定の状況（議案第144号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

733,154,870 129,580 129,580 129,580 129,580

国 民 健 康 保 険 事 業 102,385,312

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 25,341,000

介 護 保 険 事 業 91,082,000

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 91,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 420,000

用 地 先 行 取 得 事 業 46,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,146,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 1,307,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 1,228,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 978,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 833,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 184,000

大門下野田特定土地区画整理事業 106,000

公 債 管 理 91,550,000

計 316,697,312

企 水 道 事 業 48,702,288

業 病 院 事 業 27,432,841

会 下 水 道 事 業 50,189,534

計 計 126,324,663

1,176,176,845 129,580 129,580 129,580 129,580

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計

-18-



（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

01 市 税 271,857,907

02 地 方 譲 与 税 2,954,001

03 利 子 割 交 付 金 178,000

04 配 当 割 交 付 金 901,000

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 852,000

06 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 304,000

07 法 人 事 業 税 交 付 金 1,898,000

08 地 方 消 費 税 交 付 金 25,615,000

09 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 59,000

10 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

11 環 境 性 能 割 交 付 金 717,000

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,574,000

13 地 方 特 例 交 付 金 1,918,000

14 地 方 交 付 税 5,585,000

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 286,000

16 分 担 金 及 び 負 担 金 3,070,518

17 使 用 料 及 び 手 数 料 7,823,478

18 国 庫 支 出 金 240,193,175

19 県 支 出 金 27,419,499

20 財 産 収 入 1,366,665

21 寄 附 金 235,054

22 繰 入 金 21,920,093 129,580 129,580 129,580 129,580

23 繰 越 金 1

24 諸 収 入 60,493,278

25 市 債 50,934,200

733,154,870 129,580 129,580 129,580 129,580

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,686,916 △ 50,069 △ 50,069 △ 50,069 △ 50,069

2 総 務 費 49,342,590 △ 19,400 △ 19,400 △ 19,400 △ 19,400

3 民 生 費 211,678,814

4 衛 生 費 42,445,417 200,528 200,528 200,528 200,528

5 労 働 費 315,153

6 農 林 水 産 業 費 1,700,104

7 商 工 費 187,830,237

8 土 木 費 73,047,695

9 消 防 費 18,421,534

10 教 育 費 91,538,989 △ 1,479 △ 1,479 △ 1,479 △ 1,479

11 災 害 復 旧 費 5

12 公 債 費 54,947,416

13 予 備 費 200,000

733,154,870 129,580 129,580 129,580 129,580

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

11

11

11

＜事業の目的・内容＞
　議員報酬、期末手当、市議会議員年金の公費負担金等を支払います。また、議員
の健康増進・健康維持管理を目的として健康診断を実施します。

＜補正の目的・内容＞
　令和2年4月臨時会において、「さいたま市議会の議員の議員報酬の特例に関する
条例」が制定されたことから、議員報酬の減額補正を行うものです。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　感染症による重大な健康危機が発生した場合、あるいは発生が予想される場合
に、市民への情報提供を始めとする感染防止等の対策を迅速かつ適切に行います。

財政局長 200,528

市長 200,528

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症対策として、事態の長期化を見据え、患者を受け入れ
る病床を確保した市内の医療機関に対する協力金の支給期間を、令和3年3月末まで
延長するため、必要な経費について補正を行うものです。

補正前予算額 595,143

局/部/課 保健福祉局/保健部/地域医療課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/2目 予防費 予算書Ｐ. 要求 200,528

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 感染症予防事業（地域医療課） 補正額 200,528

＜事業の目的・内容＞
　市長等の特別職及び一般職職員に対して、給料等を適切に支給します。

財政局長 △ 20,879

市長 △ 20,879

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の拡大という未曾有の危機に直面している現状及びこ
れに伴う厳しい社会経済情勢を踏まえ、市長等の特別職の給与について、減額補正
を行うものです。

補正前予算額 －

局/部/課 総務局/人事部/職員課外1課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 2、10款　総務費、教育費 予算書Ｐ. 要求 △ 20,879

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 職員人件費（職員課）外1事業 補正額 △ 20,879

査定区分 A

補正前予算額 976,496

款/項/目 1款 議会費/1項 議会費/1目 議会費 予算書Ｐ. 要求 △ 50,069

財政局長 △ 50,069

市長 △ 50,069

事務事業名 議員報酬 補正額 △ 50,069
局/部/課 議会局/総務部/総務課 〔要求と査定経過〕

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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８　予算要求及び査定の状況（議案第145号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

733,284,450 1,973,495 1,959,059 1,959,059 1,959,059

国 民 健 康 保 険 事 業 102,385,312

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 25,341,000

介 護 保 険 事 業 91,082,000

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 91,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 420,000

用 地 先 行 取 得 事 業 46,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,146,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 1,307,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 1,228,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 978,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 833,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 184,000

大門下野田特定土地区画整理事業 106,000

公 債 管 理 91,550,000

計 316,697,312

企 水 道 事 業 48,702,288

業 病 院 事 業 27,432,841

会 下 水 道 事 業 50,189,534

計 計 126,324,663

1,176,306,425 1,973,495 1,959,059 1,959,059 1,959,059

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

01 市 税 271,857,907

02 地 方 譲 与 税 2,954,001

03 利 子 割 交 付 金 178,000

04 配 当 割 交 付 金 901,000

05 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 852,000

06 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 304,000

07 法 人 事 業 税 交 付 金 1,898,000

08 地 方 消 費 税 交 付 金 25,615,000

09 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 59,000

10 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

11 環 境 性 能 割 交 付 金 717,000

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,574,000

13 地 方 特 例 交 付 金 1,918,000

14 地 方 交 付 税 5,585,000

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 286,000

16 分 担 金 及 び 負 担 金 3,070,518

17 使 用 料 及 び 手 数 料 7,823,478

18 国 庫 支 出 金 240,193,175 1,512,033 1,501,236 1,501,236 1,501,236

19 県 支 出 金 27,419,499

20 財 産 収 入 1,366,665

21 寄 附 金 235,054

22 繰 入 金 22,049,673 460,666 457,064 457,064 457,064

23 繰 越 金 1

24 諸 収 入 60,493,278 796 759 759 759

25 市 債 50,934,200

733,284,450 1,973,495 1,959,059 1,959,059 1,959,059

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,636,847

2 総 務 費 49,323,190

3 民 生 費 211,678,814 1,211,043 1,196,607 1,196,607 1,196,607

4 衛 生 費 42,645,945 262,036 262,036 262,036 262,036

5 労 働 費 315,153

6 農 林 水 産 業 費 1,700,104

7 商 工 費 187,830,237

8 土 木 費 73,047,695

9 消 防 費 18,421,534

10 教 育 費 91,537,510 500,416 500,416 500,416 500,416

11 災 害 復 旧 費 5

12 公 債 費 54,947,416

13 予 備 費 200,000

733,284,450 1,973,495 1,959,059 1,959,059 1,959,059

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

11

11

11

11

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

査定区分 A

補正前予算額 110,203

＜事業の目的・内容＞
　軽費老人ホームを設置する社会福祉法人が、入所者から徴収すべき事務費の一部
を減額した額を助成します。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度補正予算（第1次）に伴い、介護サービス事業所等が、新型コロナ
ウイルスの感染機会を減らしつつ、介護サービスを継続して提供するために必要な
費用を補助する経費について、補正を行うものです。

款/項/目 3款 民生費/3項 老人福祉費/3目 老人福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 30,000

財政局長 30,000

市長 30,000

事務事業名 老人福祉施設運営補助事業 補正額 30,000
局/部/課 保健福祉局/長寿応援部/介護保険課 〔要求と査定経過〕

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害支援課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/2項 障害者福祉費/2目 障害者福祉費 予算書Ｐ. 要求 15,000

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名

＜事業の目的・内容＞
　障害者が地域で生活するために必要な権利擁護に資する体制を整備するととも
に、障害者総合支援法第77条に規定する相談支援、移動支援、日常生活用具の給
付、地域活動支援センター事業などの地域生活支援事業を実施することにより、障
害者の日常生活における自立と社会参加を促進します。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の影響により、
生産活動収入が減少している障害者のための就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）に
対して、再起に向けて必要となる経費を補助するため、補正を行うものです。

財政局長 15,000

市長 15,000

査定区分 A

補正前予算額 1,996,061

地域生活支援事業 補正額 15,000

＜事業の目的・内容＞
　障害者総合支援法に基づく自立支援給付、児童福祉法に基づく障害児通所給付等
を実施することにより、障害者の日常生活における自立と社会参加を促進します。

財政局長 24,900

市長 24,900

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響による生産活動の縮小に伴い、工賃が減少
した就労継続支援事業所（Ｂ型）で働く障害者に対し、支援金を支給するための経
費について、補正を行うものです。

補正前予算額 26,810,887

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害支援課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/2項 障害者福祉費/2目 障害者福祉費 予算書Ｐ. 要求 24,900

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 自立支援給付等事業 補正額 24,900

補正前予算額 309,095

款/項/目 3款 民生費/1項 社会福祉費/2目 社会福祉費 予算書Ｐ. 要求 29,070

財政局長 29,070

市長 29,070

＜事業の目的・内容＞
　生活困窮者の自立の促進を図るため、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金
の支給その他の生活困窮者に対する自立の支援を行います。また、「貧困の連鎖」
を防止するため、生活困窮世帯の中学生等を対象とした総合的な学習支援を実施し
ます。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大により、
生活困窮者からの相談件数が大幅に増加していることから、生活困窮者相談支援員
を増員するため、補正を行うものです。

事務事業名 生活困窮者自立支援事業 補正額 29,070
局/部/課 保健福祉局/福祉部/生活福祉課 〔要求と査定経過〕

査定区分 A

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

査定区分 A

補正前予算額 653,871

＜事業の目的・内容＞
　感染症の予防及びまん延防止のため、検診、医療費公費負担、啓発指導、感染症
発生動向調査等を行います。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、新たに保険適用となった抗原検査及び唾液
検体を用いたＰＣＲ検査を含め、増加する新型コロナウイルス感染症に係る検査費
用の公費負担分について、補正を行うものです。

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/2目 予防費 予算書Ｐ. 要求 123,846

財政局長 123,846

市長 123,846

事務事業名 感染症予防事業（疾病予防対策課） 補正額 123,846
局/部/課 保健福祉局/保健所/疾病予防対策課 〔要求と査定経過〕

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症の拡大により、
一定の住居を持たない生活困窮者からの相談等が当初の見込みを上回っていること
から、一時的な居所の提供等を行うための経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 472,074

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　生活保護及び中国残留邦人等支援給付の適正な運営を確保するため、生活保護受
給者に対する自立・就労支援策の整備、各種相談員等の配置による体制強化、診療
報酬明細書の点検強化等による医療扶助の適正化、生活保護法施行事務監査、関係
職員の資質向上のための研修の実施等、各種適正化の取組を推進します。

財政局長 30,301

市長 30,301

査定区分 C

局/部/課 保健福祉局/福祉部/生活福祉課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/5項 生活保護費/1目 生活保護総務費 予算書Ｐ. 要求 44,737

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 生活保護執行管理事業 補正額 30,301

査定区分 A

補正前予算額 1,884,889

＜事業の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援するた
め、子育て世帯への臨時特別給付金を支給します。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、ひとり親世帯臨時特別給付金の給付事業に
要する経費について、補正を行うものです。

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/5目 子育て世帯臨時特別給付金給付費 予算書Ｐ. 要求 1,016,360

財政局長 1,016,360

市長 1,016,360

事務事業名 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 補正額 1,016,360
局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

補正前予算額 1,869,137

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜補正の目的・内容＞
　新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、市の登園自粛要請期間中に認
可外保育施設の登園自粛に協力した利用者等に対し、保育料の一部を市独自に助成
する経費について、補正を行うものです。

財政局長 50,976

市長 50,976

査定区分 A

＜事業の目的・内容＞
　待機児童解消を目的に、ナーサリールーム、家庭保育室及び地域型事業所内保育
施設等の認可外保育施設に対し、安定した施設運営を支援するため、保育の実施に
係る経費等の支給を行います。

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 50,976

事務事業名 認可外保育施設運営事業 補正額 50,976

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　市立小・中・特別支援学校において、児童生徒の確かな情報活用能力をはぐくむ
教育に必要な最新の教育ＩＣＴ環境の研究及び整備を行うとともに、ＩＣＴを効果
的に活用した指導事例の蓄積と共有を進め、教員のＩＣＴ活用指導力の更なる向上
を図ります。また、校務の効率化を推進する校務システムの研究及び運用を行いま
す。＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、学校再開に際して感染症対策・学習保障等
を学校長の判断で迅速かつ柔軟に対応できるよう、それらに係る備品の購入経費に
ついて、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　母子保健法に基づき、母子保健の向上を図るため、妊産婦や乳幼児及びその保護
者を対象とする各種保健事業、保健指導、健康診査等を実施します。

財政局長 138,190

市長 138,190

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、妊婦に対するＰＣＲ検査、妊産婦に対する
訪問相談やオンラインによる保健指導等を実施する経費について、補正を行うもの
です。

補正前予算額 1,603,040

査定区分 A

補正前予算額 1,343,923

款/項/目 10款 教育費/1項 教育総務費/4目 教育研究所費 予算書Ｐ. 要求

事務事業名 母子保健健診事業 補正額 138,190

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　全ての市立小学校における学校図書館運営を充実させるとともに、非常勤講師の
配置により、適正な学校運営の確保を図ります。また、スクール・サポート・ス
タッフの配置により、学校職員の負担軽減を図ります。

財政局長 73,017

市長 73,017

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症対策の強化を図
ることで純増する学校職員の負担を軽減するため、スクール・サポート・スタッフ
が未配置の市立小学校に、新規に配置する経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 153,235

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/教職員人事課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 10款 教育費/2項 小学校費/2目 学校管理費 予算書Ｐ. 要求 73,017

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 小学校管理運営事業（教職員人事課） 補正額 73,017

86,697

財政局長 86,697

市長 86,697

事務事業名 教育情報ネットワーク推進事業 補正額 86,697
局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/教育研究所 〔要求と査定経過〕

補正前予算額 505,245

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、学校の臨時休業によって生じた授業の未実
施分を補うために、スクールアシスタントを追加配置する経費について、補正を行
うものです。

財政局長 108,127

市長 108,127

査定区分 A

＜事業の目的・内容＞
　全ての市立小・中・特別支援学校にスクールアシスタントを配置します。また、
学校の多様なニーズに応じたスクールアシスタントの配置に努め、学校教育の更な
る充実を図ります。

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/教職員人事課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 10款 教育費/1項 教育総務費/3目 教育指導費 予算書Ｐ. 要求 108,127

事務事業名 スクールアシスタント配置事業 補正額 108,127

局/部/課 保健福祉局/保健所/地域保健支援課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/2目 予防費 予算書Ｐ. 要求 138,190

査定の考え方

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 特別支援学校管理運営事業（教職員人事課） 補正額 1,554

＜事業の目的・内容＞
　児童生徒が健康で有意義な学校生活を送ることができるように、学校保健安全法
に基づき、水質検査等の環境検査の実施や保健室の円滑な管理・運営を行います。

財政局長 172,563

市長 172,563

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、学校再開に際して感染症対策・学習保障等
を学校長の判断で迅速かつ柔軟に対応できるよう、それらに係る保健衛生用品や備
品等の購入経費について、補正を行うものです。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　全ての特別支援学校における学校図書館運営を充実させるとともに、非常勤講師
の配置により、適正な学校運営の確保を図ります。

財政局長 1,554

市長 1,554

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症対策の強化を図
ることで純増する学校職員の負担を軽減するため、特別支援学校に、スクール・サ
ポート・スタッフを新規に配置する経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 4,476

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/教職員人事課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 10款 教育費/8項 特別支援学校費/2目 学校管理費 予算書Ｐ. 要求 1,554

補正前予算額 94,402

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/健康教育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 10款 教育費/7項 保健体育費/2目 学校保健費 予算書Ｐ. 要求 172,563

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 学校保健事業 補正額 172,563

＜事業の目的・内容＞
　市立高等学校及び中等教育学校の管理運営に要する経費で、消耗品費、光熱水
費、通信運搬費、非常勤講師に係る報酬等を支払います。

財政局長 13,404

市長 13,404

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、学校再開に際して感染症対策・学習保障等
に必要な経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 365,109

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/高校教育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 10款 教育費/4項 高等学校費/2目 学校管理費 予算書Ｐ. 要求 13,404

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 高等学校管理運営事業（高校教育課） 補正額 13,404

＜事業の目的・内容＞
　全ての市立中学校における学校図書館運営を充実させるとともに、非常勤講師の
配置により、適正な学校運営の確保を図ります。

財政局長 45,054

市長 45,054

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の令和2年度第2次補正予算に伴い、新型コロナウイルス感染症対策の強化を図
ることで純増する学校職員の負担を軽減するため、市立中学校に、スクール・サ
ポート・スタッフを新規に配置する経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 109,122

局/部/課 教育委員会事務局/学校教育部/教職員人事課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 10款 教育費/3項 中学校費/2目 学校管理費 予算書Ｐ. 要求 45,054

事務事業名 中学校管理運営事業（教職員人事課） 補正額 45,054

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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